
（普　通　会　計）

H27国調 H27国調

令和元年度 H22国調

 歳　　入　　総　　額 Ａ 基準財政収入額

 歳　　出　　総　　額 Ｂ 基準財政需要額

 歳 入 歳 出 差 引　Ａ－Ｂ Ｃ 標準財政規模

 翌年度に繰り越すべき財源 Ｄ 財政力指数 計

 実　質　収　支　Ｃ－Ｄ Ｅ 実質収支比率 93.0%

 単　年　度　収　支 Ｆ 公債費負担比率

 積　　　立　　　金 Ｇ 積立金現在高

 繰　 上　 償　 還 　金 Ｈ （うち財政調整基金）

 積 立 金 取 崩 し 額 Ｉ （うち減債基金） 98.6%

 実質単年度収支 Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ Ｊ 地方債現在高

（うち臨時財政対策債）

特　　　別　　　職　　　等 歳入　一般財源等総額

千円

27 783,417千円

18 16,069世帯

0 25,424人

0 167千円

18 106千円

3 500千円

15人

※国保会計､介護保険会計、後期高齢者医療会計の収支額は精算額を含めない場合のもの ※一世帯あたり、一人あたりについては、年平均加入世帯数、

　

98.9% 28.5% 96.2%合 計 52,316,909 100.0 32,908,333 5,071,199 合 計 22,340,873 100.0 1.3%

　 年平均被保険者数をそれぞれ16,408世帯と25,953人で計算 前 年 度 繰 上 充 用 金 0 0.0 0 －

0 － －

－ － － －

－ － －諸 支 出 金 0 0.0 0 0 旧 法 に よ る 税

96.8%災 害 復 旧 費 137,658 0.3 95,948 － 都 市 計 画 税

職 員 数 (R2.4.1) 公 債 費 6,687,595 12.8 6,110,736 － 法 定 外 目 的 税

1023369 4.6 1.2%

0 －

0.3 ▲ 0.3% 100.0% 100.0% 100.0%

後期高齢者医療 ― 4,508 264,627 被 保 険 者 一 人 あ た り 費 用

5,385,227 10.3 3,684,348 15,831 入 湯 税 70314介 護 保 険 ― 226,573 1,420,835 被 保 険 者 一 人 あ た り 保 険 税 調 定 額 教 育 費

98.8% 36.0%

1093683 4.9 1.1% 98.9% 36.1% 97.0%消 防 費 2,816,223 5.4 1,464,397 333,919 法 定 目 的 税駐 車 場 ― 7 0 一 世 帯 あ た り 保 険 税 調 定 額

7,200,180 13.7 3,256,046 4,178,452 農 業 集 落 排 水 無 0 103,771 被 保 険 者 数 土 木 費

0.4 182,489 0 特 別 土 地 保 有 税

－ － － － －法 定 外 普 通 税 0

－ － － － －

下 水 道 有 464,163 1,700,000 加 入 世 帯 数

716,700 1.4 485,231 82,790 鉱 産 税 0

0 － － － － －商 工 費 236,755 

（千円） （千円） （人）

水 道 有 316,094 31,530 普 通 会 計 か ら の 繰 入 額 農 林 水 産 業 費

93.6%

収 支 額 51,435千円 労 働 費 109,243 0.2 19,243 0 

4,310,333 9,624 軽 自 動 車 税 317168 1.4 4.3%

100.0%市 た ば こ 税 859608 3.8 0.2% 100.0% 0.0%

96.4%

事 業 名
法 適 用
の 有 無

収 支 額
普通会計から
の 繰 入 額

職員数 国 民 健 康 保 険 事 業 衛 生 費 5,115,598 9.8 

固 定 資 産 税 9506360 42.6 1.0% 98.9% 36.1%公 営 事 業 民 生 費 17,754,803 33.9 8,740,030 288,828 

97.5% 24.1%

(％)

100.6 100.7 101.0 総 務 費 5,813,176 

0.7 343,622 0 
市 民 税

1176585 5.3 ▲ 8.0% 99.4% 18.2% 97.8%

42.0 3.0% 98.7% 22.0% 95.4%

法 人 分

滞 納
合 計 1,021 324,213 317,545 市 議 会 議 員 460,000 H16.12.6

個 人 分 9387469

(％) (％)

決 算 額

 ラ ス パ イ レ ス 指 数
平成29年度 平成30年度 令和元年度 議 会 費 343,751 

現 年

11.1 4,215,910 161,755 

臨 時 職 員 0 0 － 市 議 会 副 議 長 510,000 H16.12.6
区 分

合 計

（千円） (％) （千円） （千円） （千円） (％) (％)

構 成 比 増 減 率
徴 収 率

決 算 額 構 成 比 一 般 財 源 等
決 算 額 の う ち
普 通 建 設 事 業 区 分

81,646 321,441 副 市 長 781,000 

100.0 32,908,333 30,337,010

技 能 労 務 職 員 45 13,194 293,200 市 議 会 議 長 590,000 H16.12.6

54,550,289 100.0 29,169,532 100.0 合 計 52,316,909 

目 的 別 歳 出 市 税

一 人 あ た り
支給月額 B/A 区　　　分

給 料 （ 報 酬 ）
月 額

（人） （千円） （円） （円）

96.2%
教 育 公 務 員 65 24,715 380,231 教 育 長 642,000 H16.12.6 合 計

H16.12.6 う ち 臨 時 財 政 対 策 債 1,745,000 3.2 0 0.0 消 防 職 員 254 

35,141,713

諸 収 入 1,174,493 2.2 285 0.0 

経常一般財源比率

改 定 実 施
年 月 日

繰 越 金 1,805,858 3.3 0 0.0 

29,169,532

0 0.0 

0 0.0 

10.4 0 0.0 H16.12.6

R2以降債務負担行為額 14,974,928 千円 寄 附 金 426,833 0.8 

一　　　　般　　　　職　　　　員　　　　等 繰 入 金 1,288,444 2.4 

一 般 職 員 657 204,658 311,504 市 長 1,028,000 地 方 債 5,652,300 

区 分
職 員 数 A
（ R2.4.1 ）

R2 ． 4 月 分
給 料 総 額 B

95,948 

25,306,820 千円 財 産 収 入 175,428 0.3 43,255 0.1 失 業 対 策 事 業 費

5.9 0 0.0 災 害 復 旧 事 業 費 137,658 0.3 

0 0.0 0 

▲95,120 574,344 722,010 68,046,420 千円
64.7 %

県 支 出 金 3,244,514 

7,356,681 13.5 

109,396 ※臨時財政対策債 1,745,000

848,012 408,855 363,689 453,449 千円 将来負担比率 国 庫 支 出 金 4.8 740,926 を除く経常収支比率0 0.0 単 独 2,521,620 

255,692 0.5 

120,750 0.4 

内

訳

普 通 建 設 事 業 費 6,333,936 12.2 

0 0.0 補 助 3,812,316 7.3 

経常経費充当
一般財源等額 28,760,806

860,593 1,182,920 737,396 10,619,383 千円
8.8 %

使 用 料 754,801 1.4 

0 0.0 う ち 人 件 費 320,142 0.6 320,130 

850,322 経常一般財源
等収入額 30,914,532

2,300 0 0 4,589,885 千円 手 数 料

▲110,001 ▲199,721 348,303 17.4 %     実質公債費比率 分 担 金 及 び 負 担 金 1,467,472 2.7 

0.0 1,607,276 1,407,555 1,755,858 5.8 %     交通安全対策特別交付金 15,141 946,270 経常収支比率15,141 0.1 投 資 的 経 費 6,471,594 12.4 

0.0 0 28,760,806 

3,798,656 

30,932,632 56.6 28,990,101 124,813 398,303 477,522 0.847 (R1-0.838)
-

小 計 前 年 度 繰 上 充 用 金 0 93.099.4 

1,732,089 1,805,858 2,233,380 30,337,010 千円 連結実質赤字比率 震 災 復 興

919,162 1.7 -

0 0.0 -

0.0- 投 資 ・ 出 資 ・ 貸 付 金 451,100 

7.3 3,178,485 3,157,286 10.2- 繰 出 金

普 通 4,021,588 7.4 4,021,588 13.8 積 立 金

0.9 0 0 

1,204,295 3.9

64,053,910 53,269,526 54,550,289 19,052,811 千円
-

4,940,750 9.1 4,021,588 13.8 一 部 事 務 組 合 負 担 金 2,027,283 

1,503,756 2.9 994,200 0 0.0

62,321,821 51,463,668 52,316,909 22,742,088 千円 特 別

収 支 指 標 等 健全化判断比率 地 方 特 例 交 付 金 369,803 0.7 3,880,210 12.5

区 分 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和元年度 指 数 等 実質赤字比率 地 方 交 付 税

369,803 1.3 補 助 費 等 6,967,862 13.3 5,614,756 

3.9 2,027,283 

87,340 

48.1 16,362,638 16,314,055 

5,441,764 5,203,634 16.8

自 動 車 税 環 境 性 能 割 21,773 0.0 21,773 0.1 維 持 補 修 費 494,266 

0.2 87,340 0.3 物 件 費 7,449,162 14.2 

0.9 370,220 205,621 0.7

52.8 

台　　帳 増減率 ▲ 0.31% 広域圏 中部圏 ごみ処理

44,453 0.1 44,453 0.1 小 計 25,180,513 基　　本 H31.1.1 142,457人 指 定 団 体 等 の 状 況 事 務 の 共 同 処 理 の 状 況 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

し尿処理 後期高齢者医療 税務事務 退職手当 自 動 車 取 得 税 交 付 金

52 52 0.072,948 国　調 2.0% 32.7% 61.3% 地 方 消 費 税 交 付 金

0.2 

2,499,579 4.6 2,499,579 8.6 一 時 借 入 金 利 子 52 0.0 

6,110,736 19.8

増減率 0.01% H　22 1,409 22,674 42,552 

124,119 0.2 124,119 0.4 公 債 費 6,687,595 

元 利 償 還 金 6,687,543 12.8 6,110,684 6,110,684 19.8株式等譲渡所得割交付金 68,065 0.1 68,065 

9.9

平成22年 140,290人 1,027 77,836 国　調 2.0% 32.5% 62.4% 配 当 割 交 付 金

0.1 扶 助 費 9,845,627 18.8 3,049,190 3,049,190 22,569 43,376 利 子 割 交 付 金 24,242 0.0 24,242 

12.8 6,110,736 国勢調査

平成27年 140,303人

136.68

H　27 1,365 

住　　民 R2.1.1 142,019人 1,039 

（k㎡） （人） （人）
411,635 1.4 う ち 職 員 給 6,316,352 12.1 

23.1

区　分 第１次 第２次 第３次 地 方 譲 与 税 411,635 0.7 

40.9 21,317,504 73.1 人 件 費 8,647,291 16.5 

5,153,406 5,145,212 16.6

人　　　　　口 面積 人口密度  人口集中
地区人口

産　業　構　造　就　業　人　 口　　（人） 地 方 税 22,340,873 7,202,712 7,154,129 

決　　算　　状　　況 市町村名 桑　名　市
(千円) (％) (千円) (％)

構成比 経常一般財源
等収入額

左の構成比令和元年度 ふりがな く わ な し
交 付 税 種 地 区 分 Ⅰ － ４ 区 分

都道府県名 三　重　県

団体コード ２４２０５５ 市 町 村 類 型 Ⅲ － ２ 歳 入 性 質 別 歳 出

決算額 一 般 財 源 等
経 常 経 費 充 当
一 般 財 源 等 額

経 常 収 支
比 率区 分

決 算 額 構 成 比

(千円) (％) (千円) (千円) (％)


